
Ⅰ 調査方法の概要

新潟県賃金労働時間等実態調査は、昭和41年度から毎年実施しているものである。
、また、昭和45年度からは、中小企業の初任給、所定内賃金について茨城、群馬、埼玉

千葉、東京、神奈川、山梨、長野の関東甲信各都県と比較を行っている。なお、平成17
年度からは群馬県が、平成19年度からは栃木県が調査を廃止したため、１都７県との比
較となる。

１ 調査の目的
本調査は、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃金、労働時間等の実態
を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的に、
毎年７月に実施しているものである。

２ 調査対象産業
「建設業 「製造業 「情報通信業 「運輸業，郵便業 「卸売業，小売業 「金融」、 」、 」、 」、 」、
業，保険業 「宿泊業，飲食サービス業 「生活関連サービス業，娯楽業 「医療，福」、 」、 」、
祉 「複合サービス事業 「サービス業」」、 」、

３ 調査事項
(1) 事業所票 (2) 個人票
ア 企業全体の現況 ア 性別
イ 事業所の現況 イ 年齢
ウ 初任給 ウ 勤続年数
エ 労働時間制度 エ 就業形態
オ 年間休日数 オ 最終学歴
カ 年次有給休暇 カ 労働者の職種
キ 育児休業制度 キ 実労働日数
ク 介護休業制度 ク 総実労働時間数
ケ 仕事と家庭の両立のための支援制度 ケ 所定外労働時間数
コ 賃金制度 コ 賃金支給総額
サ 賃金の支払い形態 サ 所定外賃金
シ 定年制度

４ 調査事業所
「平成18年事業所・企業統計調査名簿（総務省）」に基づき、常用労働者10人以上を雇用
する事業所のうちから無作為に抽出した事業所について調査した。調査対象事業所は2,446
事業所で、そのうち有効回答のあった1,723事業所（有効回答率70.4％）について集計した。

５ 調査労働者
調査事業所に雇用される常用労働者のうちから、一定の方法によって抽出された労働
者33,958人（うちパートタイム労働者5,391人）について調査し、これを一般労働者と
パートタイム労働者に区分して集計した。

６ 調査時点
平成21年７月31日現在で調査を実施した。初任給についても７月の確定初任給につい
て調査した。



７ 集計方法
(1) 事業所票の調査事項については、各事業所を１単位とする単純算術平均とした。
ただし、初任給については、新規採用者数をウェイトとする加重算術平均とした。
また、賃金の支払い形態については、労働者を１単位とする単純算術平均とした。

(2) 個人票の調査事項については、各労働者を１単位とする単純算術平均とし、機械集
計を行った。

８ 賃金の分類
労働協約や就業規則などで定めた所定労働時間の労働に対して支払われる賃金を所定
内賃金、それ以外に支払われる賃金を所定外賃金として扱うこととし、その分類は次表
のとおりである。
ただし、初任給については、所定内賃金から生活補助給部門を除いた額としている。

基 本 給
年 齢 給 基本給部門
職 能 給
職 務 給
生 産 手 当
団体業績給 業績給部門
個人能率給
家 族 手 当
住 宅 手 当
食 事 手 当 生活補助給部門

所定内賃金 物 価 手 当
通 勤 手 当
役 付 手 当
特殊勤務手当 その他部門

定例給与 技 能 手 当
精皆勤手当

賃金支給総額 超過勤務手当
所定外賃金 休日出勤手当

宿 直 手 当

臨時給与 …… 夏季・年末一時金等

９ 調査結果利用上の注意
構成比、増減率等の計算に当たっては、小数点以下第２位を四捨五入した。
このため、構成比については合計が必ずしも100パーセントにならない。



〔主な用語の説明〕

１ 企業規模
中小企業 企業全体において常時使用する従業員が300人未満（ 情報通信業 「卸･･･ 「 」、

売業 「宿泊業 「生活関連サービス業，娯楽業 「医療，福祉 「複合」、 」、 」、 」、
サービス事業」及び「サービス業」では100人未満 「小売業 「飲食サー、 」、
ビス業」では50人未満 、又は資本金３億円未満（ 卸売業」では１億円未） 「
満 「情報通信業 「小売業 「飲食サービス業 「宿泊業 「生活関連、 」、 」、 」、 」、
サービス業，娯楽業 「医療，福祉 「複合サービス事業」及び「サービ」、 」、
ス業」では5,000万円未満）の企業をいう。

大 企 業･･･中小企業以外の企業をいう。

２ 常用労働者
次のうちいずれかに該当する労働者をいう。
(1) 期間を定めないで雇われている労働者
(2) ４ヶ月以上継続して雇われている労働者
(3) 重役・理事等の役付であっても、一般の労働者と同じ規定（給料表が同じ等）によ
って給与を受けている者（事業主は除く）

３ 就業形態

一 般 常用労働者のうち、一般的な所定労働時間が適用されている労働者のこ･･･
とで、パート以外の労働者をいう。

パ ー ト 常用労働者のうち、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が、･･･
同一の事業所に雇用される一般労働者より少ない者をいう。

４ 職 種
管 理 会社の事務部門、生産部門のなかで、部長、課長、係長などのよう－

に監督的業務に従事する者をいう。なお、生産部門においては作業に
従事しない職長、組長などの監督的地位にある者も含む。

、事務・技術 経理、営業、人事、福利厚生等の事務局業務に従事する者や、研究－
設計、看護等の特殊技術をもっている者をいう。

。生 産 生産現場、建設現場、販売及び自動車の運転等に従事する者をいう－

５ 労働時間
実 労 働 日 数 調査対象期間中（７月分）に実際に出勤した日数をいい、たと－

え勤務が１時間、半日でも１日と計算した。
実 労 働 時 間 数 調査対象期間中（７月分）に実際に働いた時間をいい、宿直、－

日直の時間は除く。
所定外労働時間数 早出、残業、休日出勤等の超過労働時間をいう。－

６ 賃 金
賃金支給総額 調査対象期間中（７月分）に支払われた給与のうち、賞与、現物－

給与と宿日直手当を除いたものをいう。
所定外賃金 早出、残業、休日出勤等の超過労働時間に対して支払われた賃金－

をいう。

７ 表の記号説明

「Ｘ サンプルが少ないため秘匿」－
「－」 該当数字なし－
「０ 、又は「0.0」－ 単位未満」



Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

１ 労働者構成

(1) 一般労働者の男女別構成は男性68.9％、女性31.1％となっており、産業別構成では
製造業が22.6％と最も多くなっている。また規模別では中小企業75.4％、大企業24.6
％となっている （第４表、第５表）。
(2) 平均年齢は41.8歳で、規模別では中小企業42.6歳、大企業39.4歳と中小企業の方が
高く、一方、勤続年数は中小企業12.1年、大企業12.6年と大企業の方が長くなってい
る （第１表、第６表）。

２ 所定内賃金

平成21年７月の所定内賃金（産業計、規模計）は、251,968円となっており、前年に
比べて額で1,006円減少している。規模別では中小企業が243,610円、大企業が277,609
円となっており、規模間格差は、87.8となっている （第９表、第10表、第２図）。
男女間格差（男性の所定内賃金を100とした場合の女性の所定内賃金）は、中小企業
が73.6、大企業が73.5となっている。産業別では、最も格差が小さいのは中小企業、大
企業ともに「医療，福祉」で、逆に最も格差が大きいのは、中小企業、大企業ともに
「金融業，保険業」となっている （第12表）。

３ 初任給

平成21年度の確定初任給は、高校卒事務・技術153,064円、高校卒生産152,679円、
専門学校卒事務・技術164,829円、専門学校卒生産160,671円、短大・高専卒事務・技術
165,210円、短大・高専卒生産159,777円、大学卒事務・技術183,520円、大学卒生産
175,086円となっている （第18表）。

４ 実労働日数、実労働時間数

(1) 平成21年７月の実労働日数は、中小企業が22.0日、大企業が21.6日となっている。
産業別では、中小企業は「宿泊業，飲食サービス業 、大企業は「建設業」が最も多」
くなっている （第19表）。
(2) 平成21年７月の実労働時間数は、中小企業が176.6時間、大企業が176.4時間となっ
ている。産業別では、中小企業、大企業ともに「運輸業，郵便業」が最も長くなって
いる （第19表）。

５ 変形労働時間制
変形労働時間制を採用している事業所の割合は70.3％で、規模別では中小企業が
71.5％、大企業が66.1％となっている。また 「１年単位の変形労働時間制」を採用し、
ている事業所の割合は、48.6％となっている （第24表）。

６ 週休２日制

何らかの週休２日制を採用している事業所の割合は96.9％で、規模別では中小企業が
96.3％、大企業が99.0％となっている。
また、週休２日制の形態別では「完全週休２日制」を採用している事業所の割合が、
全体の58.2％となっている。規模別では、中小企業、大企業ともに「完全週休２日制」
が最も多く、それぞれ50.5％、83.9％となっている （第25表）。
なお、何らかの週休２日制の適用を受けている労働者は全体で97.9％となっている。
（第26表）

７ 休暇制度
年次有給休暇の付与日数（繰り越し分は除く）は、全体で16.6日（中小企業16.6日、
大企業16.7日）となっている。取得日数をみると、全体で6.2日（取得率37.3％ 、中小）



企業で6.2日（同37.3％ 、大企業で6.2日（同37.1％）となっている。取得率を産業別）
でみると、最も高いのは中小企業で「情報通信業」（55.4％）、大企業で「製造業」
（53.5％）で、最も低いのは中小企業で「宿泊業，飲食サービス業 （20.4％ 、大企業」 ）
で「運輸業，郵便業 （18.3％）となっている （第30表）」 。

８ 育児、介護休業制度
育児休業制度を就業規則等に定めている事業所は89.7％となっている。また、平成20
年７月１日から平成21年６月30日までに出産した者（配偶者が出産した男性を含む）の

。うち、育児休業制度を利用した者の割合は、女性で89.5％、男性で0.7％となっている
（第32表、第34表）
介護休業制度を就業規則等に定めている事業所は86.1％となっている。また、同じく
この１年間に同制度の規定のある事業所で、利用者のいた事業所の割合は2.5％となっ
ている （第35表、第36表）。

９ 仕事と家庭の両立のための支援制度

仕事と家庭の両立ための支援制度のある事業所の割合は、育児に関するものについて
は71.6％、介護に関するものについては66.4％となっている （第37表）。

10 賃金制度
賃金を決定する際に最も重視する要素について、管理職では中小企業、大企業ともに

「職務遂行能力」が最も多く、それぞれ40.7％、32.2％となっている。管理職以外でも、

中小企業、大企業ともに「職務遂行能力」が最も多く、それぞれ46.2％、43.9％となっ
ている （第38表）。

11 賃金の支払い形態

賃金の支払い形態別労働者の割合は、月単位で給与が決まっている労働者が71.1％と
最も多くなっている （第39表）。

12 定年制度
(1) 定年制を実施している事業所は95.9％で、規模別では中小企業が94.8％、大企業が
99.5％となっている （第40表）。
(2) 定年制を採用している事業所のうち、定年延長の予定がある事業所は14.3％となっ
ている。延長後の定年予定年齢は、平均で64.9歳となっている （第41表）。

、(3) 定年制を採用している事業所のうち、継続雇用を制度化している事業所は91.9％で
そのうち再雇用制度のみ採用している事業所が77.3％、勤務延長のみ採用している事
業所が9.0％、再雇用と勤務延長を併用している事業所が12.2％となっている。
（第42表）

13 関東甲信各都県との比較
所定内賃金について、東京都の金額を100として単純に比較すると、本県の値は72.6
となっている （第43表）。

14 パートタイム労働者の賃金等

(1) 集計対象となったパートタイム労働者は5,391人で、男性15.2％、女性84.8％と、
女性の方が高い割合となっている。
(2) パートタイム労働者の平成21年７月の所定内労働時間は109.7時間となっている。
（第46表）
(3) パートタイム労働者の平成21年７月の１時間当たりの所定内賃金（月間所定内賃金
を月間所定内労働時間数で除したもの）は912円となっている （第47表）。




